別添資料１

長岡市「高齢者センターしなの（仮称）」

整備、運用及び維持管理事業

様　　式　　集

平成14年12月11日

長　岡　市

様式１






　　　平成　年　月　日

第二次募集要項に関する意見・質問

長岡市長  森 民夫　様

長岡市「高齢者センターしなの（仮称）」整備、運用及び維持管理事業の第二次募集要項等に関して、意見・質問がありますので提出します。

	質問者
	会社名：
所在地：
所属：
担当者氏名：
電話：
FAX：

	1
	質問項目：

内容：
	

	2
	質問項目：

内容：
	

	3
	質問項目：

内容：
	

	4
	質問項目：

内容：
	

	5
	質問項目：

内容：
	

	6
	質問項目：

内容：
	

	7
	質問項目：

内容：
	

	8
	質問項目：

内容：
	

	9
	質問項目：

内容：
	

	10
	質問項目：

内容：
	


※質問蘭の数、高さ等は適宜調整して提出のこと。

様式２






　　　平成　年　月　日
第二次提案書提出届

長岡市長  森 民夫　様
長岡市「高齢者センターしなの（仮称）」整備、運用及び維持管理事業の二次審査に応募いたしますので、提案書を提出します。

グループ名：

	グループ構成
	グループ構成員
	印
	業種

分類

	代表企業
	名称

住所

代表者氏名
	社印

印
	

	構成企業１
	名称

住所

代表者氏名
	社印

印
	

	構成企業２
	名称

住所

代表者氏名
	社印

印
	

	構成企業３
	名称

住所

代表者氏名
	社印

印
	


注１：業種分類には、設計、建設、運営、その他を記入すること。

注２：構成企業の欄が不足する場合は、適宜追加して記入すること。

	代表企業における連絡窓口

担当者名　　　：

　所　　属　　　：

電　　話　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX：

メールアドレス：


様式３






　　　平成　年　月　日

応募辞退届

長岡市長  森 民夫　様

平成１４年１２月＊日付けで公表された長岡市「高齢者センターしなの（仮称）」整備、運用及び維持管理事業について、第一次審査を通過しましたが（第二次提案書を提出致しましたが）、応募を辞退致します。
グループ名：

	グループ構成
	グループ構成員
	印
	業種

分類

	代表企業
	名称

住所

代表者氏名
	社印

印
	

	構成企業１
	名称

住所

代表者氏名
	社印

印
	

	構成企業２
	名称

住所

代表者氏名
	社印

印
	

	構成企業３
	名称

住所

代表者氏名
	社印

印
	


注１：業種分類には、設計、建設、運営、その他を記入すること。

注２：構成企業の欄が不足する場合は、適宜追加して記入すること。

	代表企業における連絡窓口

担当者名　　　：

　所　　属　　　：

電　　話　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX：

メールアドレス：


様式４
	提案概要書
	応募者名

	※様式サイズは、A4版（縦位置）とする。

※提案の概要を本様式４頁以内（図面等を含む）にまとめて提出のこと。

※概要書においては、提案書の要約を記すとともに、アピールポイントを強調すること。

※図面等にはA3サイズを用いてよい。書式は自由とする。




様式５～様式８
	（審査項目名を記入のこと）
	応募者名

	※様式サイズは、A4版（縦位置）とする。

※提案内容を、各様式につき2頁以内にまとめて提出のこと。




様式９～様式１８

	（審査項目名を記入のこと）
	（様式タイトルを記入のこと）
	応募者名

	※様式サイズは、A3版（横位置）とする。

※提案書の枚数は以下の通りとする。記述形式は任意とする。

　・様式 9　設計概要書　　：１枚

　・様式10　面積表・仕上表：１枚

　・様式11　施設管理区分図：平面図１～２枚（特定事業施設と付帯事業施設の区分、共有部分、各区分の所有者及び管理者を明記のこと）

　・様式12　建築一般図　　：平面図各階１枚、立面図２枚、断面図２枚（分築の場合、枚数を適宜調整のこと）

　・様式13　外構計画図　　：１～２枚（駐車場の利用につき、特定事業施設と付帯事業施設で利用区分がある場合は、区分を明記のこと）

・様式14　パース　　　　：２枚（外観、内観各１枚）

・様式15　施設利便性に関する工夫：１枚

・様式16　工事内容説明書：１枚

・様式17　施工体制表　　：１枚

・様式18　工程表　　　　：１～２枚（特定事業施設と付帯事業施設の整備工程につき１～２枚にまとめる。工事着工日、竣工日、供用開始日を明記のこと）




様式１９～２６

	（審査項目名を記入のこと）
	応募者名

	※様式サイズは、A4版（縦位置）とする。

※様式19～21については、各様式につき3枚以内にまとめて提出のこと

※様式22～26については、各様式につき2枚以内にまとめて提出のこと


様式２７

	資金調達計画
	応募者名

	※様式サイズは、A4版（縦位置）とする。

※特定事業、付帯事業の双方について、資金調達計画を記述すること。枚数は、特定事業、付帯事業につき、各3頁以内とする。

※提案内容の記述においては、資金調達方法（出資、借入等）、調達源（出資者名、金融機関名等）、調達額、調達条件（調達時期、調達金利、返済期間、見直し時期、付帯事業への私権の設定等）を可能な範囲で記述すること。

※金融機関等からの借入れ金利は、基準金利を0.98％として設定し、スプレッドを提案すること。

※必要に応じて、資金調達計画と市へ提案するサービス対価の支払いスケジュールの関係について言及すること。

※金融機関等からの関心表明書を有する場合には、その旨を明記し、提案書に添付すること。


様式２８　財務諸表（別紙）
※本様式は、MS-EXCELのファイルを用いて作成すること。様式について、項目の追加、削除、変更等は、適宜行うこと。

※様式サイズは、A3版（横位置）とする。
※財務諸表は、特定事業、付帯事業のそれぞれについて、損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー表を作成の上、提出のこと。

※付帯事業の運営者が社会福祉法人等で、上に示した財務諸表の種類が適当でない場合は、それに代わる財務諸表を作成し、提出すること（例えば、損益計算書の代わりに事業活動収支計算書を作成、提出する等）。

※付帯事業の運営者が複数の場合は、各運営者が損益計算書を提出のこと。

※該当する公租効果の内訳については、以下の条件を用いること。

　・固定資産税率


：不動産評価額の1.4%

　・都市計画税率


：不動産評価額の0.2%

　・不動産取得税率

：不動産評価額の4.0%

　・市民税（法人税割）

：法人税の14.7%

　・市民税（均等割）
：下表を参照のこと。下表以外に該当する場合は、適

宜、市に照会等すること。

	法人税等の区分
	税率（年額）

	資本金等の金額
	従業員数
	

	1億円超10億円以下
	50人以下
	16万円

	1,000万円超1億円以下
	50人以下
	13万円


　・不動産の評価額は、初期投資額の70%と設定すること。

　・その他、法人税等については、国、新潟県の税率を用いること。

※事業期間終了後も、契約書の定めによりSPCを一定期間存続させる場合は、存続期間も含んだ財務諸表を作成のこと。

※減価償却費は、建物については定額法で、その他については適宜償却法を用いること。なお、ファイナンスリースの会計処理は認めない。

※キャッシュフロー表の作成には、直接法を用いること。

様式２９

	財務諸表説明書
	応募者名

	※様式サイズは、A4版とする。
※説明書は、特定事業及び付帯事業につき、各3枚以内にまとめ、提出のこと。ただし、付帯事業の運営者が複数の場合は、その数に応じて説明書を提出のこと。

※財務諸表作成上の基本的な考え方、留意点を記述のこと。特に特定事業と付帯事業の会計上、財務上の区分については必ず記述すること。

※財務諸表の妥当性、実現可能性（予測の程度）について記述のこと。

※特定事業の財務諸表説明書においては、様式28のキャッシュフロー表に基づき、以下の数値を明示すること（付帯事業に関してはこれらの数値を示す必要はない）。

　・プロジェクトIRR（元利返済前フリーキャッシュフローより計算）

・エクイティIRR（配当前フリーキャッシュフローより計算）

　・配当IRR（配当計画より計算）

　・DSCR（元利返済前フリーキャッシュフロー及び元利返済金より計算）

　・LLCR（元利返済前フリーキャッシュフロー及び元利返済金より計算）


様式３０

	提案価格
	応募者名

	本事業に関する提案価格は、以下の通りです。

項　　目

金額（千円）

備考

（サービス対価見積額）
A

（市税納入額）
B

提案価格
A－B

※様式サイズは、A4版（縦位置）とする。


様式３１
	提案価格説明書
	応募者名

	※様式サイズは、A4版とする。

※提案内容を本様式３頁以内にまとめて提出のこと。

※内容については、以下の点を踏まえて記述すること。

　・サービス対価の支払いスケジュールを示すこと。

・サービス対価の体系（応募者の自由選択）を示すこと。

・サービス対価の支払額及びその計算根拠を示すこと。

・必要に応じて「様式28：財務諸表」と「様式29：財務諸表解説書」を参照すること。

※提案価格及び提案価格説明書については、審査委員会でMS-EXCELファイルによる検証を行えるよう、本様式と様式28の整合性をとること。




様式３２　内訳書（別紙）

※本様式は、MS-EXCELのファイルを用いて作成すること。

※様式サイズは、A4版（横位置）とする。

※内訳書としては、以下のものを作成すること。

　32-1：施設建設費内訳書

　32-2：維持管理費内訳書

　32-3：運営費内訳書

　32-4：中期修繕費内訳書

※内訳書の項目は、適宜調整すること。

※内訳書の金額表示は、千円単位（百円台を四捨五入）とすること。

※内訳書の備考欄には、金額見積もりの根拠を簡明に記すこと。

※維持管理費、運営費は、年間の費用を記すこと。

※維持管理費、運営費、修繕費等、事業期間の経過に伴う各種費用の変化を見込んでいる場合には、その変更額、根拠についてもあわせて記述すること。

※その他、特筆すべき事項があれば、適宜、内訳書を作成の上、提出のこと。










